
 

備考（参考） 

  

 「いじめ防止対策推進法」の成立 2013 年 6 月 21 日  

公布 2013 年 6 月 28 日  

施行 2013 年 9 月 28 日 

以下抜粋 

 第 2 条  〔いじめの定義〕 

  この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍してい 

る等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行 

為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童 

等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

 

  第 8 条  〔学校及び学校の教職員の責務〕 

       学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童等の保護者、地域 

住民、児童相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめの防止及び早期発 

見に取り組むとともに、当該学校に在籍する児童等がいじめを受けていると思われるときは、 

適切かつ迅速にこれに対処する責務を有する。 

 

  第 13 条 〔学校いじめ防止基本方針〕 

学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、その学校の実情に応じ 

       当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針を定めるものとする。 

 

  第 22 条 〔いじめの防止等の対策のための組織〕 

学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、当該学校の複 

       数の教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者により構成され 

       るいじめの防止等の対策のための組織を置くものとする。 

 

  第 28 条 〔学校の設置者又は設置する学校による対処〕 

       学校の設置者又はその設置する学校は、次に揚げる場合には、重大事態に対処し、及び当該 

       重大事態と同種の発生の防止に資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する 

       学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に関わる事実 

       関係を明確にするための調査をおこなうものとする。 

       ①いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑い 

        があると認めるとき。 

       ②いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余議なくされ 

ている疑いがあると認めるとき。 

           学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当該調査に係 

      るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態の事実関係等その他 

      の必要な情報を適切に提供するものとする。 

 

   第 31 条 〔地方公共団体の長等への報告（私立の学校の場合）〕 

      重大事態が発生した旨を、当該学校を所轄する都道府県知事に報告しなければならない。 


